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加美町地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）

 説明内容

１．加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義

２．区域内のエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の把握（区域施策編）

３. 温室効果ガス排出量の削減目標（区域施策編）

４．目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

５. 加美町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

６．地域気候変動適応計画

７．地球温暖化対策実行計画の推進体制・進行管理（区域施策編・事務事業編）



１．加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義
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1. 加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義

≪地球温暖化問題≫

地球にある二酸化炭素やメタン、フロンなどの「温
室効果ガス」は、太陽からの熱を吸収し、地表からの
熱の放出を防ぐことで地球を温かく保ち、私たちが住
みやすい環境を作る役割を担っています。

現在は人為起源の温室効果ガスの排出により、地球
全体の平均気温が上昇する「地球温暖化」という大き
な問題に直面しています。

地球温暖化は、「気候変動」という形で、真夏日・
猛暑日の日数増加、短時間豪雨の発生頻度増加や台風
の強大化による風水害、土砂災害が日本各地で発生す
るなど、既に私たちの日常生活や事業活動に影響が出
始めています。

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター

1.1 地球温暖化問題とその影響 ※素案 p.3～6該当
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1. 加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義
1.2 日本の中・長期目標

❏ 「2050年カーボンニュートラル」宣言（2020年表明）
「2050年までに国内の温室効果ガス排出を実質ゼロとする」（脱炭素社会の実現）

❏ 2030年度温室効果ガス排出量削減目標 2013年度比46％削減（2021年表明）

出典:脱炭素ポータル（環境省）

【カーボンニュートラルとは】
二酸化炭素（CO2）をはじめとする温室

効果ガスの「排出量」から、植林、森林管
理などによる「吸収量」 を差し引いて、合計
を実質的にゼロにすることを意味しています。

※素案 p.7該当
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1. 加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義
1.3 地方公共団体実行計画

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（温対法）第21条において、都道府県及び市町村は、政
府が策定する「地球温暖化対策計画」に即して 、地方公共団体実行計画を策定するものとしている。
「区域施策編」 本町の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガス排出量の削減等を行うための計画
「事務事業編」 町（行政）の事務及び事業に関する温室効果ガス排出量の削減等のための計画

① 基本的事項・背景・意義

・計画策定の背景・意義
・本町の特徴

② 区域施策編（町域で取り組む温暖化対策）

・温室効果ガス排出量の推計・要因分析
・温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策

・温室効果ガス排出量の推計・要因分析
・温室効果ガスの削減目標 ・町の率先行動

・庁内外の実施体制の構築
・進捗管理目標の進捗管理手法の策定

実行計画の構成

※素案 p.1、p.43～44該当

③ 事務事業編（町が取り組む温暖化対策） ④ 実施及び進捗管理
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1.4 計画の概要
1. 加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義

計画策定の意義

加美町地球温暖化対策実行計画は、2050年までの脱炭素社会の実現に向けて、「地
球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、本町の温室効果ガス排出量の削減等
のため総合的かつ計画的な施策を策定するものです。

区域施策編：自然的・社会的条件に応じた町全体の計画

事務事業編：行政（役場）の事務事業に関する計画

計画の位置づけ

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく「地方公共団体実行計画（区
域施策編及び事務事業編）」及び「気候変動適応法」に基づく「地域気候変動
適応計画」を包括する計画とします。また、本計画は、「加美町環境基本計画
（改訂版）」の地球温暖化に関する具体的な個別計画として位置づけます。

計 画 期 間
計画期間は、2025（令和7）年度～2030（令和12）年度までの6年間とします。国の地
球温暖化対策計画に準拠して、2013（平成25）年度を基準年度とし、目標年度を、
2030（令和12）年度、2050（令和32）年とします。

対象温室効果ガス
対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策推進法に定める７種類のガスのうち、
排出量が把握できる二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素の３種類のガスを対象とし、
数値目標を設定します。

※素案 p.43～44該当
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1.5 本町の地域特性及び課題（自然的）

項目 特徴

気象

 2023年の年間の平均気温は13.3℃、年間降水量は1,255.5mm
であり、寒暖の差が大きく、西部の山岳・丘陵地帯は降雪
量も多く豪雪地帯に指定されています。

土地
利用

 本町の総土地面積は46,067haで、地目別土地面積の割合は、
森林73.0%、農地13.4%、その他5.1%、水面・河川・水路
3.1%、道路2.7%、宅地2.1%、原野等0.5%となります。

図 加美町の気象状況（月ごとの値2024年5月閲覧）
出典）気象庁「過去の気象データ 加美・古川観測所」の観測データ

1. 加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義

項目 課題

自然的

自然資源の活用、再生可能エネルギーの利用促進、廃棄物の
減量化、多様で健全な森林整備と保全の推進などにより、脱
炭素社会、循環型社会の構築に取り組むとともに、景観の保
全・形成に取り組む必要がある。

農地

13.4%

森林

73.0%

水面・河川・水路

3.1%

原野等

0.5%

道路

2.7%

宅地

2.1%
その他

5.1%

図 地目別土地面積割合
出典）令和5年度土地利用の現況と施策の概要（宮城県企画部地域振興課）令和4年4月1日現在

※素案 p.21～23該当



7

1.6 本町の地域特性及び課題（社会的）

1. 加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義

項目 特徴（社会的条件）

人口
 人口は、減少傾向が続いており、2013(平成25)年:25,571人から2023(令和5)年:21,232人で約
4,300人減少。世帯数は、2013(平成25)年:8,070世帯から2023(令和5)年:8,239世帯で約170世帯
増加。※各年3月末時点のデータ

地域交通
 2022(令和4)年の自動車保有台数は21,496台であり、2013(平成25)年以降減少傾向で推移。※
各年3月末時点のデータ

廃棄物
 2023年度のごみの排出量(家庭系と事業系の合計:6,310t)及び資源物の回収量(179t)は、2014
年度(6,942t、資源物の回収量:307t)をピークにわずかな減少傾向で推移。

項目 課題

社会的

 家庭でのLED照明や高効率給湯器などのエネルギー消費の少ない機器、太陽光発電設備や
蓄電池の導入を進めるとともに、脱炭素型ライフスタイルを進めていく必要がある。

 自動車の次世代自動車の普及と合わせて、公共交通や乗合いタクシーなどの環境にやさ
しい移動手段の利用促進を進めていく必要がある。

 資源が有効活用される循環型社会への転換を進めていくため、ごみ分別の徹底と減量化、
再資源化に向けた広報と意識啓発に取り組む必要がある。

※素案 p.24～28該当
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1.7 本町の地域特性及び課題（経済的）

1. 加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義

項目 特徴（経済的条件）

事業所数
及び就業
者数

 2020(令和2)年の産業別就業者総数は11,911人(第1次産業1,683人(14.1％)、第2次産業4,149人(34.8％)、第3次産業6,064人
(50.9％))で、第1次産業、第2次産業が減少傾向、第3次産業は横ばいに推移。

 2021(令和3)年の事業所数は、1,140事業所（第1次産業44事業所(3.9％)、第2次産業269事業所(23.6％)、第3次産業827事業
所(72.5％))で、産業構造は、第3次産業が7割以上を占めている。就業者数及び事業所数ともに減少傾向で推移。

産業総生
産額

 2020(令和2)年の総生産額は702億円(第1次産業37億円(5.1％)、第2次産業が286億円(40.7％)、第3次産業が379億円
(54.1％))であり、第1次及び第3次産業は減少傾向、第2次産業は増加傾向で推移。

農林水産
業

 農業は、稲作や野菜など多様な農産物の生産や家畜との複合経営などによる農業を基幹産業とし、地域資源や伝統技術に
根差した地場産業の振興に努めている。

 林業は、国産材の価格低迷などにより集約化事業などの推進によるコスト削減の影響をうけている。

商工業
 商業は、顧客の減少や後継者不足などにより空き店舗が増加し、個店や商店街の機能が低下。
 工業は、町内4箇所の工業団地を整備し、自動車関連産業、高度電子機器産業、食品・木材関連産業が進出。

観光業  薬莱山周辺のリゾート施設、陶芸の里周辺の温泉交流施設等を観光資源としています。観光客は減少傾向で推移。

交通産業  公共交通機関としては、株式会社ミヤコーバス色麻線と住民バス、タクシーがある。

項目 課題

経済的

 高齢化と後継者不足による遊休農地の増加。国産材の価格低迷などにより集約化事業などの推進によるコスト削減とともに、
農業と同様に高齢化と後継者不足による後継者の育成が必要である。

 消費者ニーズに対応した商店街の高度化、まちなみの整備、情報伝達システムの整備、町内企業への積極的な優遇制度の
活用及び様々なビジネスマッチングを通じた新事業の創出。

 観光振興計画「加美町観光ビジョン」を活用した観光客の増加。

※素案 p.29～35該当
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1.8 本町における気候変動とその影響
項目 影響

気温

 2023年と2005年を比較すると年日最高気温で3.3℃上昇、日平均気温で2.5℃上昇、日最低気温で1.9℃上昇
している。

 夏日等の年間日数も上昇傾向で推移しており、気候変動の影響は既に観測されている。

降水量

 年間降水量は1,600mm程度で、日最大降水量は120mm程度（大雨警報、土砂災害警戒情報等災害が発生する可
能性が高い状況）、1時間あたりの最大降水量は30mm程度（山崩れ、がけ崩れが起きやすくなり危険地帯では
避難の準備が必要）、10分間あたりの最大降水量は10mm程度となっている。
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1,897
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1. 加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義

降水量の変化
出典）気象庁「過去の気象データ 加美観測所」の観測データ(2024年5月閲覧）

年平均気温の変化 夏日等年間日数の変化

出典）気象庁「過去の気象データ 古川観測所」の観測データ(2024年5月閲覧）

※素案 p.36～37該当
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1.9 再生可能エネルギーの導入状況

本町の再生可能エネルギー資源としては、陸上風力（6,234,752MWh）が最も大きく、次いで太陽光発電
（2,128,683MWh）が大きいものとなっています。地域脱炭素社会の実現に向けて、利用可能な再エネ資源を
最大限に活用する必要があります。

項目 特性

再生可能エネルギーの導
入状況

 町有地及び町有施設に太陽光発電設備は18件設置されています。木質バイオマ
スボイラーは「やくらい交流施設」に4基設置され、合計出力は2,052kWhと
なっています。

再生可能エネルギー導入
ポテンシャル

 本町における再生可能エネルギー種別導入ポテンシャルの中で、太陽光発電
1,699MW（2,128,683MWh/年）、風力発電1,879MW（6,234,752MWh/年）が特に高
いです。

 その他、中小水力、地熱、太陽熱、地中熱、木質バイオマスのポテンシャルも
見込まれています。

再生可能エネルギー発電
電力量

 本町での再エネによる発電電力量は、2022(令和4)年度において37,338MWhと
なっており、本町の電気使用量（113,258MWh）の32％程度、再生可能エネル
ギー（電気）導入ポテンシャル（8,445,533MWh）の0.4％程度です。

 再生可能エネルギーを導入することで電力の使用量自体を直接的に削減することはありませんが、化石燃
料を使用していないため、温室効果ガスの排出量削減には大きく貢献します。

1.加美町地球温暖化対策実行計画策定の背景・意義

※素案 p.39～42該当



２．区域内のエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の把握（区域施策編）



2. 区域内のエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の把握

２.１区域全体でのエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量
 2021年度のエネルギー消費

量（2,264TJ）は、基準年度
である2013年度（2,802TJ）
比▲538TJ（19.2%)削減

 2021年度の温室効果ガス排
出量（223.3千t-CO2）は、
基準年度である2013年度
（286.9千t-CO2 ）比▲63.6
千t-CO2 （22.2%)削減エネルギー消費量の経年変化

温室効果ガス排出量の経年変化

温室効果ガスの部門排出割合
（2021年度）

 部門別排出割合は、割合が大きい順に「産業部門」が
31.0％、「運輸部門」が21.8％、「業務その他部門」
が16.4％、「家庭部門」が10.4％、「廃棄物分野」が
0.8％、「その他ガス」が19.6％となっています。

11

※素案 p.46～56該当
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２.２ エネルギー消費量

エネルギー消費量の経年変化
エネルギー消費量の割合（部門毎）

（2021年度）

エネルギー消費量の割合（エネルギー毎）
（2021年度）

項目 特性

部門毎のエネルギー消費量
 2021年度では産業部門の割合が最も高く、次いで運輸、業務その他部門の順となってい

ます。

エネルギー毎の割合
 軽質油製品(ガソリン・灯油等）の割合が最も高く、次いで電力、石油ガスの順となって

います。

産業部門、業務その他部門、家庭部門ともに、再生可能エネルギー由来の電力の利用、再エネ設備の導入、
高効率エネルギー設備や省エネルギー設備の導入、さらに脱炭素型ビジネス・ライフスタイルへの転換によ
るエネルギー使用量の削減に努める必要があります。

2. 区域内のエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の把握

※素案 p.46～56該当



３. 温室効果ガス排出量の削減目標（区域施策編）



3. 温室効果ガス排出量の削減目標（区域施策編）

13
温室効果ガス排出量削減イメージ

３.１温室効果ガス排出量の削減目標
短期目標 ： 2030（令和12）年度に2013年度比50％削減

長期目標 ： 2050（令和32）年にカーボンニュートラル

国や県で設定されている温室効果ガス排出量の削減目標（参考）

計画の名称 温室効果ガス排出量の削減目標

地球温暖化
対策計画（国）

2030年度に温室効果ガスを2013年度か
ら46％削減することを目指し、さらに、
50％の高みに向けて挑戦を続けていく。

みやぎゼロ

カーボン

チャレンジ

2050戦略

2050年までに、吸収量を差し引くこと
により実質ゼロになるカーボンニュー
トラル（脱炭素社会の実現）、2030年
度までに、基準年度である2013年度か
ら50％削減するとしている。

※素案 p.58該当
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項 目

本町の再生可能
エネルギー導入
ポテンシャル
（MWh/年）

2030年度
再生可能エネルギー

導入量
（MWh/年）

2050年
再生可能エネルギー

導入量
（MWh/年）

太陽光発電

建物系 225,918 13,205 46,257

土地系 288,688 24,128 84,437

合計 514,606 37,333 130,694
風力発電 陸上風力 6,234,752 0 0

中小水力

河川部 79,419 0 0

農業用水路 1,066 0 0

合計 80,486 0 0
バイオマス 木質バイオマス 43,477 0 0
地熱 145 0 0
再生可能エネルギー合計 7,468,557 37,333 130,694

再生可能エネルギー合計（TJ) 24,744.5 134.4 470.5

3. 温室効果ガス排出量の削減目標（区域施策編）
3.２ 再生可能エネルギーの導入目標

再生可能エネルギー導入に関して、2030年度、2050年の温室効果ガス排出量の
削減目標を達成するためには、太陽光発電だけで対応可能な発電量となってい
ます。

※素案 p.72～73該当
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現状趨勢ケース(BAU)：現状から削減対策や再エネ導入を行わない場合（人口等の活動量を設定）

項 目

2013年度 2030年度 2050年

CO2排出量
（千t-CO2）

CO2排出量
（千t-CO2）

CO2排出量
（千t-CO2）

現状趨勢（BAU)ケース（特定以外） － 211.3 205.6

削減項目

電力排出係数の低減 － ▲22.6 －
国等との連携による削減対策 － ▲18.0 －
2050年脱炭素社会実現に向けた対策 － － ▲125.6

エネルギー分野 － － （▲124.9）
非エネルギー分野 － － （▲0.8）

再生可能エネルギーの導入 － ▲9.3 ▲32.7
特定事業者※からの排出量 － 13.7 0.0

合計 286.9 175.2 47.3
森林によるCO2吸収見込量（千t-CO2) － ▲63.3 ▲63.3

森林吸収量を考慮した温室効果ガス排出量 － 111.9 ▲15.9
2013年度比削減率 － 61.0% 100.0%

※エネルギーの使用量が原油換算値で年間1,500kL以上等の事業者。

3. 温室効果ガス排出量の削減目標（区域施策編）
3.３ 温室効果ガス排出量の将来推計

短期目標 ： 2030（令和12）年度に2013年度比50％削減が達成されます。

長期目標 ： 2050（令和32）年にカーボンニュートラルが達成されます。

（※各数値で四捨五入を行っているため、合計等が合わない場合があります。）

※素案 p.81該当



４．目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）
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4.1 脱炭素に関する町民等アンケート調査の概要

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

項 目 調 査 概 要

調査対象

町民 ：16歳以上の町民
小学生：高学年（5、6年生）の児童
中学生：生徒
事業者：誘致企業事業者及び商工会会員事業者

調査方法 WEBによるアンケート

調査期間

町民 ：令和6年4月11日（月）から 4月30日（火）
小学生：令和6年4月15日（月）から 5月17日（金）
中学生：令和6年4月15日（月）から 5月17日（金）
事業者：令和6年4月15日（月）から 4月30日（火）

回収率

町民 ：0.7％（137/19,051）
小学生：83.8％（284/339）
中学生：14.9％（77/518）
事業者：2.1％（12/572）

※素案 p.巻末資料2-1該当
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4.2 脱炭素に関する町民等アンケート集計結果（町民）
問 地球温暖化の問題に関心がありますか。

地球温暖化の問題に対して、「非常に関心がある」、「関心がある」
又は「少しは関心がある」の回答が約95％であり、非常に高い関心度
を示している。

年齢別にみてみると、10歳代を除き、いずれの年齢区分も「非常に関
心がある」、「関心がある」又は「少しは関心がある」の回答が90％
を超えており、高い関心度を示している。

問 省エネ・再エネ機器を導入するのに、支障があると感じ
るものは何ですか。あてはまるものすべてを選択してく
ださい。

省エネ・再エネの関連機器の導入に支障があると感じる理由として、
「導入費用が高い」（118件）が最も多く、次いで「維持管理、撤去
時の費用負担が不安」（98件）、「導入に対しての優遇措置（補助金
等）が少ない」（57件）の順で多く、これらの理由で全体の60％を超
えている。

省エネ・再エネの関連機器の導入の障害となっている理由としては、
導入・設置・維持管理費用が大きな要因となっており、助成制度など
の充実が導入に向けて必要となってくる。

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

図 地球温暖化に関する関心度（年齢別） 図 省エネ・再エネの関連機器の導入に支障があると感じる理由

※素案 p.巻末資料2-4、2-8該当
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4.3 脱炭素に関する町民等アンケート集計結果（町民）
問 国および宮城県では、個人向けの補助・支援制度を設け

ています。あなたはこの制度を利用したいと思いますか。
それぞれについて、あてはまるものを選択してください。

個人向けの補助・支援制度の認知度として、「制度を知っており、利
用したことがある」又は「制度を知っているが、利用したことはな
い」の回答が多かったのは、「クリーンエネルギー自動車導入促進補
助金」（50.4％）が最も多く、次いで「省エネ家電買い換えキャン
ペーン」（46.0％）、「燃料電池自動車等導入促進事業補助金」
（32.8％）、「太陽光発電設備及び蓄電池等の共同購入事業（みんな
のおうちに太陽光）」（32.8％）であった。

一方で、すべての補助・支援制度について、約50％以上の町民が「初
めて知った」と回答しており、認知度は低いといえる。

問 地球温暖化対策の取組みとして、町に特に期待している
ことはなんですか。3個まで選択してください。

地球温暖化対策の取組みとして、町に特に期待していることについて、
「ごみの減量・資源化、3Rの推進」（55件）が最も多く、次いで「町
民への情報提供の充実」（52件）、「太陽光発電など再エネの導入促
進」（44件）、「環境教育」（41件）の順で多くなっている。

地域脱炭素を実現するためには、町（行政）・町民が一丸となって取
組みむ必要があります。そのため、「太陽光発電など再エネの導入」
等の促進、「環境教育」等の情報の発信を積極的に進めていく必要が
ある。

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

図 補助・支援制度の認知度 図 地球温暖化対策の取組みについて町に期待していること

※素案 p.巻末資料2-9、2-18該当
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4.4 脱炭素に関する町民等アンケート集計結果（小学生）
問 地球温暖化の問題に関心がありますか。

地球温暖化の問題に対して、「非常に関心がある」、「関心がある」
又は「少しは関心がある」の回答が約80％であり、高い関心度を示し
ている。

学年別にみてみると、5年生、６年生も「非常に関心がある」、「関
心がある」又は「少しは関心がある」の回答が80％を超えており、高
い関心度を示している。

問 地球温暖化に関する情報を何で知ることが多いですか。3
個まで選択してください。

地球温暖化に関する情報について、「テレビ・ラジオ」（216件）が
最も多く、次いで「インターネット」（160件）、「家族」（96件）
の順で多くなっており、70％程度を占めている。

学年別にみてみると、５年生は「家族」と「テレビ・ラジオ」の割合
が高く、６年生は「学校」と「インターネット」の割合が高かった。

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

図 地球温暖化に関する関心度

図 地球温暖化問題に関する情報取得（学年別）

※素案 p.巻末資料2-20、2-23該当
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4.5 脱炭素に関する町民等アンケート集計結果（小学生）
問 地球温暖化を防止するための取組みについて教えてくだ

さい。あてはまるものを選択してください。

取組みが定着しているのは、「モノは大切にし、長く使うようにして
いる」、「外食する場合、食べきれる量を注文し、残さず食べてい
る」、「水道やシャワーの水を流しっぱなしにしない」、「買い物に
はマイバッグを持っていく」、「だれもいない部屋の電気や、見てい
ないテレビをつけっぱなしにしない」であり、児童の地球温暖化を防
止するための行動、取組み意識の高さが表れている。

問 地球温暖化を防止するために、取り組んでいないものが
ある場合、その理由はなんですか。あてはまるものすべ
てを選択してください。

地球温暖化を防止する取組みが行われていない理由として、「地球温
暖化の防止に役立つことを知らなかった」（134件）が最も多く、次
いで「今までの生活スタイルになれているから」（117件）、「やり
方がわからない」（84件）であった。

「地球温暖化の防止に役立つことを知らなかった」、「やり方がわか
らない」の回答が多かったことから、日々の教育活動から情報を発信
していく必要がある。

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

図 地球温暖化を防止するための取組みが行われていない理由

図 地球温暖化を防止するための取組み

※素案 p.巻末資料2-24～2-25該当
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4.6 脱炭素に関する町民等アンケート集計結果（中学生）
問 地球温暖化の問題に関心がありますか。

地球温暖化の問題に対して、「非常に関心がある」、「関心がある」
又は「少しは関心がある」の回答が90％を超えており、高い関心度を
示している。

学年別にみてみても、学年による顕著な差はみられず、高い関心度を
示している。

問 地球温暖化に関する情報を何で知ることが多いですか。3
個まで選択してください。

地球温暖化に関する情報について、「テレビ・ラジオ」（56件）が最
も多く、次いで「インターネット」（47件）、「学校」（39件）の順
で多くなっており、75％程度を占めている。

学年別にみてみると、1年生は「学校」、2年生は「家族」、３年生は
「SNS（インスタグラム・X等）」の割合が高かった。

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

図 地球温暖化に関する関心度 図 地球温暖化問題に関する情報取得（学年別）

※素案 p.巻末資料2-29、2-32～33該当
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4.7 脱炭素に関する町民等アンケート集計結果（中学生）
問 地球温暖化を防止するための取組みについて教えてくだ

さい。あてはまるものを選択してください。

特に取組みが定着しているのは、「外食する場合、食べきれる量を注
文し、残さず食べている」、「モノは大切にし、長く使うようにして
いる」、「買い物にはマイバッグを持っていく」、「誰もいない部屋
の電気や、見ていないテレビをつけっぱなしにしない」、「水道や
シャワーの水を流しっぱなしにしない」であり、生徒の地球温暖化を
防止するための行動、取組み意識の高さが表れている。

問 地球温暖化を防止するために、取り組んでいないものが
ある場合、その理由はなんですか。あてはまるものすべ
てを選択してください。

地球温暖化を防止する取組みが行われていない理由として、「今まで
の生活スタイルに慣れているから」（29件）が最も多く、次いで「地
球温暖化の防止に役立つことを知らなかった」（28件）、「やり方が
わからない」（26件）であった。

「地球温暖化の防止に役立つことを知らなかった」、「やり方がわか
らない」の回答が多かったことから、日々の教育活動から情報を発信
していく必要がある。

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

図 地球温暖化を防止するための取組みが行われていない理由

図 地球温暖化を防止するための取組み

※素案 p.巻末資料2-33～34該当
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4.8 脱炭素に関する町民等アンケート集計結果（事業者）
問 貴事業所では、省エネルギーや再生可能エネルギーの機

器等を導入していますか。次の1～14のそれぞれについて、
あてはまるものを選択してください。

 省エネルギーや再生可能エネルギー機器の導入状況として、「既に導入してい
る」の回答が多かったのは、「LED照明などの高効率照明」（100.0％）が最も多
く、次いで「空調・OA機器などの省エネ型業務用機器」（33.3％）、「建物の断
熱化（断熱材、ペアガラス、断熱フィルム等）」（33.3％）であった。

 導入したい（5年以内に導入する予定である、今後導入を考えたい）の回答をみ
ると、「空調・OA機器などの省エネ型業務用機器」（41.7％）が最も多く、次い
で「太陽光発電システム（屋根置き）」（25.0％）、「蓄電池などの畜エネ設
備」、「BEMS（ベムス）、HEMS（ヘムス）等のエネルギー管理システム」、「建
物の断熱化（断熱材、ペアガラス、断熱フィルム等）」（16.7％）であった。

問 国および宮城県では、事業者向けの補助・支援制度を設
けています。貴事業所はこの制度を利用したいと思いま
すか。それぞれについて、あてはまるものを選択してく
ださい。

 事業者向けの補助・支援制度について、「制度を知っており、利用したことがあ
る」又は「制度を知っているが、利用したことはない」の回答が多かったのは、
「みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金」、「宮城県新エネルギー等環境関
連設備開発支援事業費補助金」（41.7％）が最も多く、次いで「事業者用自家消
費型大規模太陽光発電導入支援事業補助金」（33.3％）、「民間企業等による再
エネ主力化・レジリエンス強化促進事業」（25.0％）であった。

 一方で、すべての補助・支援制度について、約50％以上の事業者が「初めて聞い
た」と回答しており、認知度は低いといえる。

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

図 エネルギーに関連する機器類の導入検討 図 事業者向けの補助・支援制度の認知度

※素案 p.巻末資料2-41、2-46該当
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4.9 脱炭素に関する町民等アンケート集計結果（事業者）
問 事業者向けの地球温暖化対策の施策として、町に期待し
ているものはありますか。あてはまるものを選択してくださ
い。3個まで選択してください。

地球温暖化対策の取組みとして、町に特に期待していることは、「情
報提供の充実」（6件）が最も多く、次いで「地球温暖化対策、省エ
ネなどに関する研修等の開催」、「省エネルギー設備の導入促進」
（5件）であった。

地域脱炭素を実現するためには、町（行政）・事業者が一丸となって
取組みむ必要があります。そのため、省エネルギー活動などの効果や
温暖化対策に関するセミナー・研修、省エネルギー設備の導入などの
支援が、地球温暖化対策の取組みの推進に必要と考えられる。

4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

図 地球温暖化対策の取組みについて町に期待していること

※素案 p.巻末資料2-49該当



4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）
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4.10 本計画の基本方針
本町における温室効果ガス排出量を効果的に削減し、長期目標（カーボンニュートラル：温室効果ガスの排出
量「実質ゼロ」）を達成するために、次の4つの基本方針の下に施策を展開します。

基本方針1 再生可能エネルギーの利用促進

本町の地域特性に即した再生可能エネルギーを最大限導入し、それを地域内で消費することで、化石燃料に由来するエネル
ギーの消費量及び温室効果ガス排出量を削減します。また、再生可能エネルギーと蓄電池の普及拡大により、災害時・非常
時における電源としても活用でき、レジリエンス向上が期待されます。

基本方針2 町民・事業者の省エネ行動の推進

町内のエネルギー消費量削減のためには、家庭や事業所における省エネルギー機器の導入等のハード面の対策のほか、町 民
や事業者が省エネルギー行動を実践し、カーボンニュートラルなライフスタイルへの転換を進めるソフト面の対策により、一
人ひとりの意識を変えることが重要です。地域脱炭素社会実現のための行動を誰もが選択できるまちを目指します。

基本方針3 地域環境の整備及び改善

電気自動車等のクリーンエネルギー自動車の普及や、エコドライブの推進、公共交通機関等を利用しやすい環境を整備し、人
の移動による温室効果ガス排出量削減を目指します。
また、人の移動だけでなく、物の運搬による温室効果ガス排出量を削減するため、地域で生産された農産物や木材を地域
内で利用する地産地消を推進します。

基本方針4 循環型社会の形成

ごみの排出量、焼却処理量を削減することは、温室効果ガス排出量の削減にもつながります。一般廃棄物に含まれるプラス
チックごみの削減に向け、分別の強化や資源化を推進します。町民・事業者が３Ｒを実践し、ごみが少なく、資源が有効活
用されるまちづくりを進めます。

※素案 p.84該当
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4.11 温室効果ガス排出量削減目標の方向性
めざす将来像 基本政策 施策の目標 温暖化対策の基本方針 施策内容

美
し
い
水
と
緑
と
笑
顔
に
あ
ふ
れ
心
豊
か
な
暮
ら
し
を
育
む
ま
ち
加
美

(1)電力の地産地消の推進
基本方針1

施策１－ １
㈱かみでん里山公社を活用した電力の地産地
消の推進

施策１－２ 地産地消型太陽光発電システムの導入促進
(2)再生可能エネルギー導入の促進 再生可能エネルギーの利用促進

施策１－３ その他の再生可能エネルギーの導入検討

基本方針2
施策２－１ 町民・事業者の省エネ行動の促進

施策２－２ 省エネルギー機器の普及拡大
1. 脱炭素社会の構築 町民・事業者の省エネ行動の推進

施策２－３ 住宅・建築物の省エネ化推進

(3)温室効果ガスの排出削減 施策３－１ 電動車の普及促進

基本方針3 施策３－２ 公共交通機関の利用促進

地域環境の整備及び改善 施策３－３ 物流の低炭素化推進

施策３－４ 森林整備と木材の地産地消の推進

(1)ごみ減量化の推進
施策４－１ ごみの減量化の促進

施策４－２ 食品ロスの削減

2. 循環型社会の構築
基本方針4
循環型社会の形成(2)循環型社会への転換

施策４－３ 資源循環の促進

施策４－４ 脱炭素型ライフスタイルの推進

(3)不法投棄対策の推進 施策４－５ 適正処理・不法投棄対策の推進

加美町環境基本計画 加美町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

※素案 p.85該当
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4.12 具体的な施策（基本方針1 再生可能エネルギーの利用促進）
●成果指標

●町の取り組み

●町の取り組み指標【KPI】

施策 取り組み内容

施策1-1 ㈱かみでん里山公社を活用した電力の地産地消の推進
① ㈱かみでん里山公社を活かした電力の地産地消の推進
② PPAによる公共施設への太陽光発電および蓄電池の導入
③ マイクログリッド構築に関する情報収集・検討

施策1-2 地産地消型太陽光発電システムの導入促進
① 住宅、事業所、農地等への太陽光発電設備及び蓄電池の設置支援等に係る情報提供
② 公共施設への太陽光発電と蓄電池の率先導入

施策1-3 その他の再生可能エネルギーの導入検討 ① その他の再生可能エネルギーの調査、普及啓発

指標項目 部門 目標（2030年度）

太陽光発電設備の導入容量 共通 29,940kW（9.3千t-CO2削減相当）

指標項目 現状 目標（2030年度）

㈱かみでん里山公社の契約電力（kW） 4,677kW 5,700kW

PPAによる公共施設への太陽光発電および蓄電池の導入 1施設 11施設

太陽光発電設備の設置支援等に係る情報提供 1回/年 3回/年

●町民の取り組み

施策 取り組み内容

施策1-2 地産地消型太陽光発電
システムの導入促進

① 住宅への太陽光発電設備の導入促進
② 蓄電池の導入促進
③ 積極的な情報の収集

施策1-3 その他の再生可能エネ
ルギーの導入検討

① その他の再生可能エネルギーの導入検討
② 再エネ電力プランへの切替え検討

施策 取り組み内容

施策1-2 地産地消型太陽光発電
システムの導入促進

① 住宅への太陽光発電設備の導入促進
② 蓄電池の導入促進
③ 積極的な情報の収集

施策1-3 その他の再生可能エネ
ルギーの導入検討

① その他の再生可能エネルギーの導入検討
② 再エネ電力プランへの切替え検討
③ 工場の廃熱利用の検討
④ 木質バイオマス燃料の販売検討

●事業者の取り組み

※素案 p.86～93該当
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4.13 具体的な施策（基本方針2 町民・事業者の省エネ行動の促進）
●成果指標

●町の取り組み

●町の取り組み指標【KPI】

指標項目 部門 目標（2030年度）

2030年度における国等が実施する施策取り入れによる削減対策の削減見込量
（建物の省エネ化、省エネ機器の導入等）

産業 4.6千t-CO2

業務その他 2.6千t-CO2

家庭 2.2千t-CO2

施策 取り組み内容

施策2-1 町民・事業者の省エネ行動の促進
① 省エネルギー行動の普及啓発の推進
② 環境学習の推進

施策2-2 省エネルギー機器の普及拡大 ① 省エネルギー機器の導入および普及啓発

施策2-3 住宅・建築物の省エネ化推進
① 高い省エネ性能を確保した住宅・建築物の普及啓発
② 公共施設の省エネ化の推進

施策 取り組み内容

施策2-1 町民の省エネ行動の促進
① 家庭内での省エネ・省資源行動の実践
② 環境学習活動への参加
③ エコドライブの実践

施策2-2 省エネルギー機器の普及拡大 ① 省エネルギー機器の選択

施策2-3 住宅の省エネ化推進
① 高い省エネ性能を確保した住宅の建築の検討
② エネルギー管理システム等の導入検討

指標項目 現状 目標（2030年度）

省エネルギー機器や省エネ行動に関する情報提供 － 4回/年

公共施設の省エネルギー診断 3施設 21施設

ecoフェスの参加者数 約160人 300人

●町民の取り組み ●事業者の取り組み

施策 取り組み内容

施策2-1 町民の省エネ行動の促進

① 事業所内での省エネ・省資源行動の実践
② 環境学習活動への参加
③ エコドライブの実践

④ 環境マネジメントシステムの導入検討

施策2-2 省エネルギー機器の普及拡大 ① 省エネルギー機器の選択

施策2-3 住宅の省エネ化推進

① 高い省エネ性能を確保した事業所の建築の検討
② エネルギー管理システム等の導入検討
③ 省エネ診断やESCO（エスコ）事業の活用

※素案 p.94～102該当



4. 目標達成に向けた具体施策等の検討（区域施策編）

29

4.14 具体的な施策（基本方針3 地域環境の整備及び改善）
●成果指標

●町の取り組み

●町の取り組み指標【KPI】

指標項目 部門 目標（2030年度）

2030年度における国等が実施する施策取り入れによる削減対策の削減見込量 運輸 6.2千t-CO2

施策 取り組み内容

施策3-1 電動車の普及促進
① 公用車への率先導入
② 電気自動車の蓄電池としての活用
③ 公共施設等への充電設備の設置

施策3-2 公共交通機関の利用促進 ① 環境に優しい移動手段の普及
施策3-3 物流の低炭素化促進 ① 地産地消の促進による輸送に係る温室効果ガス排出量の削減

施策3-4 森林による吸収源対策の推進
① 森林整備の促進
② 林業従事者の養成及び確保の推進
③ 木材の地産地消の促進

●町民の取り組み ●事業者の取り組み

施策 取り組み内容

施策3-1 電動車の普及促進
① 電動車等の導入促進
② 電気自動車の蓄電池としての活用
③ エコドライブの実践

施策3-2 公共交通機関の利用促進
① 徒歩や自転車利用による移動
② 公共交通機関の利用
③ 自動車利用の低減

施策3-3 物流の低炭素化促進
① 農産物の地産地消
② 宅配サービスの再配達防止の徹底

施策3-4 森林による吸収源対策の推進
① 地域の緑化活動・森林整備への参加
② 地元産材の利用検討

施策 取り組み内容

施策3-1 電動車の普及促進

① 電動車等の導入促進
② 電気自動車の蓄電池としての活用
③ エコドライブの実践
④ 特殊自動車の電動化の促進

施策3-2 公共交通機関の利用促進
① 徒歩や自転車利用による移動
② 公共交通機関の利用
③ 自動車利用の低減

施策3-3 物流の低炭素化促進
① 地元農産物・製品・原材料等の活用と生産販売の拡大
② 地域内輸送ルート効率化の検討と電気自動車の導入の検討

施策3-4 森林による吸収源対策の推進
① 地域の緑化活動・森林整備への参加
② 地元産材の利用検討
③ 林業の人材育成・担い手の確保

指標項目 現状 目標（2030年度）

公用車の電動車の新規導入数 － 14台
住民バスの利用者 ●●人 ●●人
年間間伐面積 約9ha/年 15ha/年

※素案 p.103～111該当
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4.15 具体的な施策（基本方針4 循環型社会の形成）
●成果指標

●町の取り組み

●町の取り組み指標【KPI】

指標項目 部門 目標（2030年度）

2030年度における国等が実施する施策取り入れによる削減対策の削減見込量 廃棄物 0.3千t-CO2

施策 取り組み内容

施策4-1 ごみの減量化の促進
① ごみの減量化の徹底
② ごみの減量化に関する啓発
② 3きり運動、食の地産地消の促進

施策4-2 資源循環の促進
① 3Rの徹底
② 3Rの普及啓発

施策4-3 脱炭素型ライフスタイルの推進
① ecoフェスや広報等を通じた脱炭素型ライフスタイルの普及啓発
② 広報等を通じた環境に優しい製品・サービスの利用促進

施策4-4 適性処理・不法投棄対策の推進 ① 適正処理・不法投棄対策の推進

施策 取り組み内容

施策4-1 ごみの減量化の促進
① 詰め替え可能な商品の購入
② 3きり運動の徹底

施策4-2 資源循環の促進
① ごみの分別ルールの徹底
② マイバッグ・マイボトルの活用
③ 商品の再使用、再資源化された商品の購入

施策4-3 脱炭素型ライフスタイルの推進
① 脱炭素につながる製品・サービスの利用・提供の促進
② テレワークやワーケーションの促進

施策4-4 適性処理・不法投棄対策の推進 ① 廃棄物の適正処理、不法投棄の禁止

●町民の取り組み ●事業者の取り組み

施策 取り組み内容

施策4-1 ごみの減量化の促進
① 食品ロスの削減
② ごみが出にくい製品の製造・販売

施策4-2 資源循環の促進

① ごみの分別・適正処理の徹底
② グリーン購入の実践
③ マイボトル・簡易包装の推進
④ リサイクル製品・エコマーク商品等の販売促進

施策4-3 脱炭素型ライフスタイルの推進

① 脱炭素につながる製品・サービスの利用・提供の促進
② テレワークやワーケーションの促進
③ 食品廃棄物の削減や製品製造の過程で発生するごみの
削減

施策4-4 適性処理・不法投棄対策の推進 ① 廃棄物の適正処理、不法投棄の禁止

指標項目 現状 目標（2030年度）

町の燃やせるごみの排出量
6,310t

（2023年度） 4,980t

ごみのリサイクル率
13.05％

（2022年度） 17.3％

ごみの減量化・3R等の普及啓発 1回/年 3回/年

※素案 p.112～120該当
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５.１温室効果ガス排出量等の現状（事務事業編）

 2023年度の温室効果ガス排出量（4,085.8t-CO2）
は、基準年度である2013年度（10,675.0t-CO2 ）
比▲6,589.2t-CO2 （61.7%)削減

温室効果ガス排出量の割合（2023年度）

種別
基準年度(2013年度)との比較

（各エネルギー）

ガソリン 38％削減

灯油 31％削減

軽油 67％削減

重油 3％削減

液化石油
ガス

15％削減

電気 15％削減

温室効果ガス排出量の経年変化

※素案 p.130～131該当
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5. 加美町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

)

5.２温室効果ガス排出量削減目標（事務事業編）
 「国の地球温暖化対策計画では、2030(令和12)年度の温室効果ガス排出量を基準年度比（2013（平成25）

年度）で、51%削減を目標と掲げていますが、本町の2023（令和5）年度の温室効果ガス排出量は基準年度
比（2013（平成25）年度）で61.7%（6,589.2t）の削減となっており、51％（5,444.3t）以上の削減を達
成しています。これは、主な電力購入先である株式会社かみでん里山公社の二酸化炭素基礎排出係数に依
るところが大きいためです。

  本計画では、さらなる高みを目指すために、温室効果ガス排出量の主な原因である各種エネルギー使用
量の削減目標を設定します。

2013
( 25 )

2023
( 5 )

2030
( 12 )

L 188,756 116,404 66,569 65%
L 298,261 204,352 177,958 40%
L 297,792 97,955 76,398 74%
L 506,978 489,750 483,299 5%

kg 98,958 84,551 66,276 33%

kWh 11,717,998 9,904,374 7,633,795 35%

※素案 p.146該当
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5.３ 温室効果ガス排出量の削減に向けた取り組み（事務事業編）

5. 加美町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

取り組み１
取り組み２
取り組み３
取り組み４
取り組み５
取り組み６

再生可能エネルギーの導入
公共施設における省エネルギー化
建築物の省エネルギー化
公用車の電動車導入
再生可能エネルギー電力の調達
環境配慮行動の推進

※素案 p.147～155該当
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6. 地域気候変動適応計画

１.農林水産業分野
・高温条件に対応した品種・育種素

材の開発・普及
・森林資源の監視と適切な保全・管

理、林道施設の適切な維持管理
・アユ、イワナ・ヤマメの稚魚放流

を通じた水産資源の維持推進

6.１ 気候変動適応計画
 気候変動の影響は、温室効果ガスの排出削減と吸収対策である「緩和策」と併せて、気候変動によりすで

に生じている影響や将来予測される影響に対して、被害の防止や軽減を図る「適応策」が必要とされてい
ます。

本町において気候変動による影響が予想される分野と主な適応策（例）

２.水環境・水資源
・貯水池等の水源の機能向上

を図る
・上水道施設の整備による町

民等への安定した給水

３.自然生態系
・野生鳥獣の適正管理の推

進による農林水産被害等
の軽減

・適切に管理するための生
育環境データの収集・解
析と継続的なモニタリン
グと管理

４.自然災害
・災害リスクを考慮したまちづく

りの推進や、避難、応急活動、
事業継続等のための備えの充実

・土砂災害警戒区域等の指定を推
進するとともに、指定の前段階
においても基礎調査結果を公表
し、住民に対して早期に土砂災
害の危険性を周知する

５.健康
・暑さ指数（WBGT）測定による運動

制限の実施と熱中症警戒アラート
の周知

・小学校や公民館などの公共施設へ
のエアコン設置など熱中症対策の
整備

６.産業・経済活動
・重要インフラの点検と防災・減災、

国土強靱化の不断の見直し
・水道の強靱化に向けた施設整備の

推進や、施設の損壊等に伴う減断
水が発生した場合における迅速で
適切な応急措置及び復旧が行える
体制の整備

７.町民生活
・災害に関する情報収集、モニタリ

ングを適切に行い、保全や注意喚
起を推進

・公共施設や水道・交通・通信等の
 重要インフラについて、施設・設
 備の強靭化

※素案 p.156～159該当



７．地球温暖化対策実行計画の推進体制・進行管理（区域施策編・事務事業編）
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７.１ 計画の推進体制・進行管理

7. 地球温暖化対策実行計画の推進体制・進行管理（区域施策編・事務事業編）

計画の推進体制

計画の流れ（PDCAサイクルの仕組み）

※素案 p.160～162該当


